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1 調査概要 ～目的～

■ 学校支援地域本部事業やコミュニティ・スクール等の国の事業・制度を活用して
いない、市町村や地域・学校独自で行われる類似の取組の実態を収集・把握す
る（学校アンケート調査、ヒアリング調査）。

■ そのうえで、独自の取組を分析、類型化し、類型ごとの特徴・工夫や課題を明ら
かにする。

■ 以上を踏まえ、今後、「地域による学校や子どもたちの教育活動を支える仕組
み」について、その実態を広範に把握する際に活用できる調査票（例）を作成す
る。
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2 学校アンケート調査 ～調査概要～

■ 調査概要
■ 対象：ヒアリング調査対象（後述）の自治体のうち、協力の得られた17の教育委員会が所管す

る全小中学校（一部例外有り）の管理職または学校と地域の連携担当者

■ 配付・回収結果：配付556票、回収316票（回収率56.8％）

■ 調査項目：

■ 学校種、学校名

■ 児童生徒数、教員数

■ 学区の住民の状況（増減、現状）

■ 学区や地域における諸団体の活動状況

■ 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況

■ 独自の取組を実施している学校の取組詳細

■ 開始時期、背景・目的、活動内容、会議体の設置状況、行政支援、仕組みを有効
に機能させる工夫、実施上の課題、コーディネーターの配置状況 等

■ 独自の取組を実施していないが、保護者や学校関係者のみによる取組をしている学校
の取組詳細

■ 活動内容、独自の取組を行っていない理由、実施上の課題 等

■ 独自の取組も、保護者や学校関係者のみによる取組も行っていない学校の状況

■ 独自の取組を行っていない理由
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ①実施状況～

■「市町村の事業として行っている」が16％、「学校（区）単位で仕組みがある」が47％、「保護者等だけで組織される仕
組みがある」が34％

■学校種別では、小学校では前2者で、中学校で「保護者だけで組織される仕組みがある」が相対的に高い

■「児童生徒が減少している」「昔から住んでいる住民が多い」「PTA活動が活発である」地域の学校のほうが、市町村事
業及び学校区単位での仕組みがある割合が高い

図表 アンケート調査対象地域（全体） 図表 アンケート調査対象地域（学校種別）

図表 アンケート調査対象地域（学区の住民現状別） 図表 アンケート調査対象地域（PTAの活動状況別）
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ②背景・目的～

■教育活動の充実にあたり地域との関わりを深める必要があった」が75％でもっとも高く、次いで「安全／災害対策に
あたり地域との関わりを深める必要があった」（49％）、「地域づくりにあたり学校と地域の関わりを深める必要があっ
た」（41％）

■学校種別では、小学校において「安全／災害対策にあたり地域との関わりを深める必要があった」が、中学校におい
て「児童生徒指導上等の問題への対処にあたり地域との関わりを深める必要があった」が相対的に高い

図表 背景・目的 図表 背景・目的（学校種別）
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ③活動内容～

■「安全確保」が84％でもっとも高く、次いで「読み聞かせ／読書活動」（65％）、「学校／地域行事等の運営・共同参
加」（52％）

■学校種別では、全般的に小学校において様々な活動が中学校に比べ多くの学校で行われており、特に「安全確保」で
は91％、「読み聞かせ／読書活動」では82％と、多数の学校で実施

図表 活動内容 図表 活動内容（学校種別）
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ④活動を企画する会議体～

■「設置していない」（34％）がもっとも多く、次いで「学校が独自で設置している」（33％）

■構成員は、「現PTA関係者」、「学校教職員」を含む学校がもっとも多く、次いで「地域住民組織等（自治会等）関係者」、
地域住民。学校種別では、小学校は中学校に比べ「地域住民」が含まれる割合が高く、中学校は小学校に比べ「社会
教育主事、その他行政職員」が含まれる割合が高い

図表 会議体の設置状況 図表 会議体の構成員（学校種別）
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ⑤実施上の工夫・ポイント～

■自由回答で収集した結果、「目的・目標の明確化と関係者での共有」「日常的な関係づくり」「多様な関係者を含む体
制づくり」「ボランティアの協力や関係づくり」「コーディネーター的人材の設置と活躍」「学校からの情報発信」「教職員
の積極的な参画」などに関する回答があった

回答種別 回答例

目的・目標の明確化
と関係者での共有

・学校と協力団体との協議による活
動のねらいの明確化
・活動のねらいを明確にし、支援者
に伝える

日常的な関係づくり ・普段から顔を合わせて交流する
・日ごろから関係者間で連絡を密に
して連携を深めておく

多様な関係者を含
む体制づくり

・行政と児童育成、社会教育関係
者を構成員にし、フットワーク向上
・いろいろな分野の方を組織の一
員とし、多角的な視野から取り組む

ボランティアの協力
や関係づくり

・年に1回ボランティアの方を招いて、
子どもたちからのお礼の気持ちを
含め、ふれ合い交流会を実施

コーディネーター的
人材の設置と活躍

・活動をスムーズに行うため、キー
マンとなる地域人材の存在が重要

学校からの情報発
信

・学校の様子を定期的に発信（学
校便りや学校行事等の案内等）
・学校の実態をしっかりと伝える

回答種別 回答例

教職員の積極的な
参画

・学校職員が積極的に地域の活動
や企画に参画していく
・地域で実施される行事に生徒、教
職員が積極的に参加する

定期的な打合の実
施

・定期的な連絡会議の開催
・月1回の実行委員会の実施

活動に伴う負担の
調整

・普段の生活の中で無理のない程
度に参加してもらうこと
・特定の人に負担が偏らないように
する

計画的な実施 ・年間の予定や当番を周知する
・年度はじめの組織づくり

予算の確保 ・ＰＴＡからの予算の援助

その他 ・学校の教育活動を踏えた上での
活動にならないと、活動の場である
学校の負担となる
・会員が集って相談できる部屋が準
備できている
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10.1 

40.6 

5.1 
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7.0 

20.9 

11.6 

18.6 

2.3 

16.3 

46.5 

9.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

学校に対する地域の関心が希薄で

地域住民等の参画が得られない

学区が広く地域とのつながりが希薄で

地域住民等の参画が得られない

支援活動を行える地域住民の

絶対数が足りない

学校と地域の連携を支援するコーディネーターを担

える人材がいない

地域住民が学校に入ることに伴い問題が生じる可

能性がある（安全確保／秘密保持等）

地域住民との連携による業務量の

増加に対応できない

教職員の理解が得られない

PTAや保護者会等の活動との連携や

すみわけが難しい

特に問題が生じていない

その他

小学校：[N=138] 中学校：[N=43]
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ⑥実施上の課題～

■「特に問題が生じていない」がもっとも多く（42％）、次いで「コーディネーターを担える人材がいない」（32％）、「地域住
民との連携による業務量の増加に対応できない」（20％）

■学校種別では、小学校は中学校に比べ「コーディネーターを担える人材がいない」を課題に挙げる割合が高く、中学校
は小学校に比べ「学校に対する地域の関心が希薄で地域住民等の参画が得られない」が含まれる割合が高い

図表 実施上の課題 図表 実施上の課題（学校種別）

 

8.3 

3.9 

12.2 

31.5 

10.5 

19.9 

0.6 

11.6 

42.0 

6.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

学校に対する地域の関心が希薄で

地域住民等の参画が得られない

学区が広く地域とのつながりが希薄で

地域住民等の参画が得られない

支援活動を行える地域住民の

絶対数が足りない

学校と地域の連携を支援するコーディネー

ターを担える人材がいない

地域住民が学校に入ることに伴い問題が生じ

る可能性がある（安全確保／秘密保持等）

地域住民との連携による業務量の

増加に対応できない

教職員の理解が得られない

PTAや保護者会等の活動との連携や

すみわけが難しい

特に問題が生じていない

その他

(%)
[N=181]
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2 学校アンケート調査 ～調査結果 ⑦保護者等のみによる取組～

■独自の取組を行ってない理由は、「PTAや保護者会等の活動で充足している」がもっとも多く（61％）、次いで「学校評
議員等で得られる意見で充足している」「コーディネーターを担える人材がいない」（各33％）、「特に問題が生じていな
い」（31％）

図表 地域住民が参画した独自の取組を行っていない理由
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4.7 

12.8 

32.6 

2.3 

17.4 

0.0 

60.5 

32.6 

18.6 

31.4 

5.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

学校に対する地域の関心が希薄で

地域住民等の参画が得られない

学区が広く地域とのつながりが希薄で

地域住民等の参画が得られない

支援活動を行える地域住民の

絶対数が足りない

学校と地域の連携を支援するコーディネー

ターを担える人材がいない

地域住民が学校に入ることに伴い問題が生じ

る可能性がある（安全確保／秘密保持等）

地域住民との連携による

業務量の増加に対応できない

教職員の理解が得られない

PTAや保護者会等の活動で充足している

学校評議員等で得られる意見で充足している

学校関係者評価で得られる意見で充足してい

る

特に問題が生じていない

その他

(%)
[N=86]
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3 学校ヒアリング調査及び取組の分析・類型化 ～調査方法～

■ 調査概要（ヒアリング調査）
■ 対象：独自の取組を有する学校と有しない学校の計36校及びこれら学校を所管する教育委

員会（計19件）

■ 独自の取組を有する学校：保護者以外の地域住民等が関与して組織的に実施

■ 独自の取組を有さない学校：保護者との連携のみで実施、または地域住民等が個別に
関与

■ 調査項目：

■ 学校調査：

■ 学校の特徴

■ 国の事業・制度の活用状況

■ 取組内容

■ 経緯

■ 体制 等

■ 教育委員会調査：

■ 管内の小中学校における、国の制度や事業の活用状況

■ 調査概要（取組の分析・類型化）
■ 詳細情報を確認したヒアリング結果をもとに活動を分析し、類型化
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3 学校ヒアリング調査及び取組の分析・類型化 ～対象地域～

自治体名 人口（人） 人口分類 学校数

小学校 中学校

札幌市（北海道） 1,913,545 大都市 202 97

福岡市（福岡県） 1,463,743 大都市 145 69

松戸市（千葉県） 484,457 大都市 44 20

新宿区（東京都） 326,309 大都市 29 10

青森市（青森県） 299,520 中都市 47 20

佐世保市（長崎県） 261,101 中都市 47 27

太田市（群馬県） 216,465 中都市 26 17

多治見市（岐阜県） 112,595 中都市 13 8

飯田市（長野県） 105,335 小都市 19 9

神栖市（茨城県） 94,795 小都市 15 8

大田原市（栃木県） 77,729 小都市 23 9

観音寺市（香川県） 62,690 小都市 13 5

海南市（和歌山県） 54,783 小都市 14 7

富津市（千葉県） 48,073 小市町村 12 5

小城市（佐賀県） 45,133 小市町村 8 4

南さつま市（鹿児島県） 38,704 小市町村 19 6

山梨市（山梨県） 36,832 小市町村 11 3

人吉市（熊本県） 35,611 小市町村 8 3

立山町（富山県） 27,466 小市町村 9 1

 

 

 

 

 

3 学校ヒアリング調査及び取組の分析・類型化 ～類型化～

■「活動母体や推進組織」及び「活動の位置づけ」の二つの軸で、36校をⅠ～Ⅴの5グループに分類

12

自主的・自発的な取組・活動 行政の特定事業

地
域
の
既
存
組
織

学
校

Ⅰ.地域の既存組織及び個人の
活動の一部、延長線上

（地域組織）

Ⅱa.特定活動型 Ⅱb.コーディネート型、
活動多様型

Ⅱ.学校や地域の子どものために立ち上げた地域の組織
（地域組織）

Ⅴ.学校運営としての総合的な地域との連携
（学校組織）

Ⅲ.学校支援地域本部事業の独自展開、
類似事業

（学校・地域の連携組織）

Ⅳ.行政の特定事業による実施
（学校組織）

活動の位置づけ

活
動
母
体
、
推
進
組
織

 

 



 

 

3 学校ヒアリング調査及び取組の分析・類型化 ～類型化～
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図表 各類型の概要

類型 概略 組織

Ⅰ
自治会、老人会、郷土史研究会等、地域の既存組織の個々の活動の

一部として、また、延長線上で学校の取組に関わっている。
既存の地域組織

Ⅱ a

通学路の安全確保、週末の子どもの居場所づくり等を目的とし、学校

や児童生徒のために地域が主体となり活動を立ち上げた。原則、当初

目的における特定の活動を中心に継続している。

学校・児童生徒のた

めに立ち上げた地域

組織（管理職が組織

運営の会議等に出席

するケースはある）
b

通学路の安全確保、週末の居場所づくり等を目的とし、学校や児童生

徒のために地域が主体となり活動を立ち上げた。学校のニーズに応じ

て活動を多様化させたり、学校と地域の橋渡しをするなど、活動を広げ

ている。

Ⅲ

学校と地域住民からなる連携推進組織があり、コーディネーター（もし

くは、それに類する人材）を配置している。学校支援地域本部事業の

類似事業。

学校地域連携組織

Ⅳ
地域との連携をテーマとした活動や教育の推進校、活動拠点校等の

指定を受け、事業単位で学校と地域の連携を行っている。
組織無し

Ⅴ

特定の活動が目的ではなく、学校全体の運営方針として地域との連

携を総合的に推進。学内のプロジェクトチーム（地域住民は入らない）

を中心に展開。

学内のプロジェクト

チーム

 

 

 

 

 

3 学校ヒアリング調査及び取組の分析・類型化 ～類型別課題～
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図表 各類型の概要

類型 特徴・課題等

Ⅰ

・学校側の負担も少なく、謝礼や交通費等、予算が問題となることもそれほど多くない

・既存の活動の枠組みを超えて、新たな取組を始めたり、活動を拡大するケースは少ない

・担い手の高齢化等により、活動の継続が困難になるケースも出てくる可能性

Ⅱ a

・学校や児童生徒のために立ち上がった活動であり、参画する組織や地域住民が多く、また、学校に協力

的で意識も高い

・実働における責任や役割分担が不明確化、会長等の一部の役職者に多くの負担が集中する可能性

b

・学校支援地域本部事業と類似の取組（ただし明確にコーディネーターを置いていない点が特徴）

・一部の中核的な人材が担う役割が非常に大きく、中核的な人材の後継者の発掘・育成が大きな課題にな

る可能性

Ⅲ

・学校支援地域本部事業と類似の取組

・コーディネーターの配置に一定の予算が必要であり、一部の自治体に限定される可能性

・活動の質の高まりに応じた地域人材の発掘、確保が課題になる可能性

Ⅳ

・指定校としての活動であり、質、量ともに充実した活動を展開

・事業期間終了後を見据えて、事業期間中に地域との継続的な関係、協力体制を構築できるかが課題

・地域との連携に関する総合的な計画の中に指定事業を位置付けるなど、学校運営計画と連動した展開

が求められる

Ⅴ

・学校運営としての総合的な活動であることから、充実した活動が展開可能

・学校経営計画に明確に位置づけるとともに、目的や方針等を学校全体で共有しながら進めることが重要

・継続的に充実した活動実施するためには、活動にかかる実費等の予算が必要

 

 



 

 

4 今後の実態把握に向けた調査票の作成
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■ 作成方法
■ 本調査で実施したアンケート調査の調査票を基本に、以下の観点から修正

■ 選択肢「その他」の回答割合の高い設問は、「その他」の自由回答を踏まえ、同様の記述
が多数あった場合に、当該記述を新たな選択肢として追加を検討

■ 回答割合の低い選択肢は、「その他」に含めてもよい選択肢と判断し、回答負荷軽減の
観点から統合または削除を検討

■ 未回答または選択肢「わからない」の回答割合の高い設問は、設問方法を再考

■ 自由回答形式の設問は、回答内容を踏まえ、選択肢形式による設問への変更を検討

■ 作成結果
■ 上記に基づき編集し、計28問の調査票を作成
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1． 調査の概要 

1.1  調査の目的 

文部科学省では、地域全体で学校や子どもたちの教育活動を支援する「学校支援地域本部

事業」及び「放課後子ども教室推進事業」の実施、保護者や地域住民の声を学校運営に直接

反映させ、保護者・地域・学校・教育委員会が一体となってより良い学校を作り上げる「コ

ミュニティ・スクール」の推進などを行ってきている。 

いずれの取組についても、制度上、あるいは国の事業を活用して実施する地域・学校の数

は、年々増えてきている。 

また、その他の地域でも、実際には、市町村あるいは地域・学校独自で類似の多様な取組

が行われていることが想定され、全く学校と地域が連携した取組が行われていない、いわゆ

る「空白地域」は制度・事業上で把握している数よりずっと少ないものと思われるものの、

その実態を把握することはできていなかった。 

今回の調査研究では、実態をより正確に把握することを目的に、上記調査を踏まえ、市町

村あるいは地域・学校独自で学校の教育活動を支援する仕組みを有していると回答している

割合の高い市町村を中心に、学校や地域・保護者等を対象にした調査を行い、独自で行われ

ている取組を類型化し、それぞれの類型ごとに、次年度以降、国としてどのような対応を取

ることができるのか、対応を取る必要があるのかなどを検討する。 

1.2  実施概要 

1.2.1 実施概要 

(1) 地域や学校への調査 

平成 23 年 4 月に文部科学省が行った「地域による学校支援体制の構築に係る推進状況」

調査結果に基づき、市町村あるいは地域・学校が独自で「地域による学校や子どもたちの教

育活動を支える仕組み」を有している学校区を持つ異なる属性の市区町村を約 24 市町村抽

出した。 

抽出した市区町村に調査協力依頼を行い、協力の得られた市区町村を訪問し、教育委員会

担当者、学校関係者、保護者、地域住民等に聞き取り調査を行った。また、これら市区町村

内にある公立小中学校に対するアンケート調査を行った。これらを踏まえ、現在行われてい

る「地域による学校や子どもたちの教育活動を支える仕組み」を詳細に把握するとともに、

その取組の有効性や、成果・課題、立場による意識の違い等を調査した。 

また、「地域による学校や子どもたちの教育活動を支える仕組み」を有していない学校区

についても仕組みを有している地域と同様の方法にて調査を行った。 

なお調査実施にあたっては、調査の専門性を高めるため、識者へのヒアリング調査を行っ

た。 
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(2) 収集した調査結果の分析、分類化 

各地で収集できた調査結果について詳細な分析を行い、仕組みを有していると回答した学

校区や、仕組みを有していない学校区の形態について分類化を行い、それぞれのケースにつ

いて、該当する事例を紹介しつつ、特徴や課題を明らかにして、国からの支援方策が必要か

どうかの分析を行い、実効性のある取組とするための具体的な方策などを報告書にまとめた。 

(3) 今後の実態把握に向けた調査票（例）の作成 

以上を踏まえ、今後、「地域による学校や子どもたちの教育活動を支える仕組み」等につ

いて、その実態を広範に把握する際に活用できるよう調査票（例）を作成した。 
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2． 地域や学校への調査（学校アンケート調査） 

2.1  調査概要 

「地域による学校や子どもたちの教育活動を支える仕組み」を有する学校、有しない学校

における取組をより幅広く把握することを目的に、ヒアリング調査対象の自治体の所管の学

校に対しアンケート調査を実施した。 

2.2  調査対象 

ヒアリング調査対象の自治体のうち、調査協力の得られた 17 の教育委員会が所管する全

小中学校を対象とした。ただし、大都市自治体のうち福岡市については、他自治体に比べて

突出して学校数が多いため、福岡市の学校の回答が全体の結果に大きな影響を与える可能性

を考え、一部の学校を（74 校）をランダムに抽出して対象とした。 

2.3  調査項目 

以下の調査項目について調査を行った。なお、調査票は参考資料に示す。 

 

 学校種、学校名 

 児童生徒数 

 教員数 

 学区の住民の状況（増減、現状） 

 学区や地域における諸団体の活動状況 

 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

 独自の取組を実施している学校の取組詳細 

 開始時期 

 背景・目的 

 活動内容 

 活動を企画・検討する会議体の設置及び活動状況 

 行政支援 

 仕組みを有効に機能させる工夫 

 実施上の課題 

 過去の国や市町村の財政支援の有無 

 ボランティアへの謝金等の支払状況 

 コーディネーターの配置状況、活動場所、学校訪問頻度等 

 コーディネーターとの連携上の課題 

 コーディネーターへの謝金等の支払状況 等 

 独自の取組を実施していないが、保護者や学校関係者のみによる取組をしている学校

の取組詳細 

 活動内容 

 独自の取組を行っていない理由 

 実施上の課題 
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 仕組みを有効に機能させる工夫 

 過去の国や市町村の財政支援の有無 等 

 独自の取組も、保護者や学校関係者のみによる取組も行っていない学校の状況 

 独自の取組を行っていない理由 

2.4  配付・回収方法及び状況 

学校への直接または教育委員会経由で配付し、学校から直接回収した。 

配付数 556 票、回収数 316 票、回収率 56.8％を得た。 

2.5  調査結果 

2.5.1 共通設問 

(1) 学校種 

学校種は、小学校が 67％、中学校が 33％となった。 

67.1 32.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

[N=316]

小学校[N=212] 中学校[N=104]

 

図 2-1 学校種 

(2) 児童生徒数 

児童生徒数は、250 人未満が 38％、250 人以上 500 人未満が 35％、500 人以上が 27％

となった。 

38.3 34.5 27.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

[N=316]

～249人[N=121] 250人～499人[N=109] 500人～[N=86]

 

図 2-2 児童生徒数 

(3) 教員数 

教員数は、20 人未満が 37％、20 人以上 30 人未満が 36％、30 人以上が 27％となった。 
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37.3 36.0 26.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

[N=311]

～19人[N=116] 20人～29人[N=112] 30人～[N=83]

 

図 2-3 児童生徒数 

(4) 学区の住民の状況（増減） 

学区の住民の増減は、人口、児童生徒で「やや減っている」がそれぞれ 43％、54％、高

齢者で「やや増えている」が 70％となった。 

 

【設問】貴校の学区の住民の状況（増減）を教えてください。（各 SA） 

 

1.0 

0.6 

10.9 

19.0 

15.0 

69.6 

43.2 

54.0 

2.9 

9.8 

15.0 

0.0 

27.0 

15.3 

16.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

人口[N=315]

児童生徒[N=313]

高齢者[N=312]

とても増えている やや増えている やや減っている

とても減っている どちらともいえない

 

図 2-4 学区の住民の状況（増減） 

(5) 学区の住民の状況（現状） 

学区の住民の現状は、「昔から住んでいる住民が多い」が 37％、「昔から住んでいる住民

と新たに住み始めた住民が混在している」が 60％となった。 

 

【設問】貴校の学区の住民の状況（現状）を教えてください。（SA） 

 

36.5 3.8 59.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

[N=312]

昔から住んでいる住民が多い

新たに住み始めた住民が多い

昔から住んでいる住民と新たに住み始めた住民が混在している

 

図 2-5 学区の住民の状況（現状） 
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(6) 学区や地域における諸団体等の活動状況 

学区や地域における諸団体等の活動状況は、「PTA の活動」、「自治会等の地域住民組織の

活動」で活発な状況であるのに比べ、「高校、大学等の地域貢献活動」、「地元企業／NPO 等

の地域貢献活動」で活発でない状況となった。 

 

【設問】貴校の学区や地域における諸団体の活動状況を教えてください。（各 SA） 

 

16.6 

21.0 

0.6 

1.9 

68.7 

64.4 

15.9 

19.6 

11.8 

10.5 

28.7 

33.9 

2.2 

0.3 

35.4 

19.9 

0.6 

3.8 

19.4 

24.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

PTAの活動[N=313]

自治会等の地域住民組織の活動

[N=315]

高校、大学等の地域貢献活動

[N=314]

地元企業/NPO等の地域貢献活動

[N=316]

とても活発である ある程度活発である あまり活発でない

ほとんど活発でない わからない

 

図 2-6 学区や地域における諸団体等の活動状況 

(7) 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況は、「市町村

の事業として行っている」が 16％、「学校（区）単位で仕組みがある」が 48％、「保護者等

だけで組織される仕組みがある」が 34％、「いずれの事業・仕組みも行っていない」が 3％

となった。学校種別に見ると、小学校では前 2 者が、中学校で「保護者等だけで組織され

る仕組みがある」が相対的に高い結果となり、「いずれの事業・仕組みも行っていない」の

回答は中学校でのみ見られた。 

また、児童生徒数（学校規模）別に見ると、児童生徒数の少ない 250 人未満の学校で、「学

校（区）単位で仕組みがある」の割合が高かった。 

児童生徒の増減別及び学区の住民の状況（現状）別に見ると、「児童生徒が減少している」

と回答した学校及び「昔から住んでいる住民が多い」と回答した学校で、地域住民が参画し

た仕組みを有している割合が高い結果となった。 

さらに、PTA の活動状況別に見ると、「とても活発である」と回答した学校のほうが、「あ

まり活発でない」と回答した学校に比べ、地域住民が参画した仕組みを有している割合が高

い結果となった。 

 

【設問】貴校における「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施

状況を教えてください。（SA） 
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15.8 47.6 33.6 3.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

[N=292]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない

 

図 2-7 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

 

18.0 

11.2 

54.6 

33.7 

26.8 

46.9 

0.5 

8.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

小学校[N=194]

中学校[N=98]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない

 

 

図 2-8 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

（学校種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

（児童生徒数別） 

13.9 

16.3 

17.5 

55.6 

42.3 

43.8 

26.9 

38.5 

36.3 

3.7 

2.9 

2.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

～249人[N=108]

250人～499人[N=104]

500人～[N=80]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない
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13.3 

17.1 

40.0 

47.2 

44.4 

32.7 

2.2 

3.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

児童生徒が増えている[N=45]

児童生徒が減っている[N=199]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない

 

図 2-10 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

（児童生徒の増減別） 

18.4 

14.5 

49.5 

46.8 

30.1 

35.3 

1.9 

3.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

昔から住んでいる住民が多い[N=103]

新旧住民が混在している[N=173]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない

 

図 2-11 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

（学区の住民の状況（現状）別） 

25.0 

11.1 

50.0 

36.1 

25.0 

44.4 

0.0 

8.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

とても活発である[N=48]

あまり活発でない[N=36]

市区町村の事業として「学校支援地域本部事業」等を行っている

市区町村の事業ではないが、各学校（区）単位で仕組みがある（保護者だけでなく

地域住民の参画を含む仕組みがある）

地域住民が参加する仕組みはないが、保護者や学校関係者だけで組織される仕

組み（PTAや保護者会など）はある。

いずれの事業・仕組みも行っていない

 

図 2-12 「地域住民等の参画による、学校の教育活動を支援する仕組み」の実施状況 

（PTA の活動状況別） 



 

9 

2.5.2 独自の取組を実施している学校の取組詳細（前設問において、「市町村の事業として行って

いる」または「学校（区）単位で仕組みがある」と回答した学校の取組詳細） 

(1) 開始時期 

仕組みを開始した時期を把握している学校は全体の 44％であったが、これらの学校の開

始時期は、2001 年以前（学校 5 日制の開始前）が 19％、2002 年～2007 年（学校支援地域

本部事業開始前）が 41％、2008 年以降（学校支援地域本部事業開始後）が 40％となった。 

 

【設問】仕組みを開始した時期を教えてください。 

 

19.1 41.2 39.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

2001年以前[N=13] 2002年～2007年[N=28] 2008年以降[N=27]

 

図 2-13 開始時期 

(2) 背景・目的 

仕組みを設置した背景・目的は、「教育活動の充実にあたり地域との関わりを深める必要

があった」が 75％でもっとも高く、次いで「安全／災害対策にあたり地域との関わりを深

める必要があった」（49％）、「地域づくりにあたり学校と地域の関わりを深める必要があっ

た」（41％）となった。学校種別に見ると、小学校において「安全／災害対策にあたり地域

との関わりを深める必要があった」が、中学校において「児童生徒指導上等の問題への対処

にあたり地域との関わりを深める必要があった」が相対的に高い結果となった。 

 

【設問】仕組みを設置した背景・目的を教えてください。（MA） 
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74.7 

32.1 

48.8 

6.2 

4.3 

9.9 

41.4 

25.9 

21.6 

3.1 

2.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

教育活動の充実にあたり地域との関わりを

深める必要があった

児童生徒指導上等の問題への対処にあたり

地域との関わりを深める必要があった

安全／災害対策にあたり地域との関わりを

深める必要があった

学校統廃合や児童生徒数の減少を背景に地

域で子どもを育てる機運が高まった

学校新設等の児童生徒数の増加を背景に地

域で子どもを育てる機運が高まった

地域への説明責任をより果たす必要があった

地域づくりにあたり学校と地域の関わりを

深める必要があった

これまで行ってきた連携活動を組織化し、

実効性と継続性を確保する必要があった

行政施策の一環として導入が求められた

その他

わからない

(%)
[N=162]

 

図 2-14 仕組みを設置した背景・目的 

75.8 

25.8 

52.4 

8.1 

2.4 

8.9 

41.1 

25.8 

20.2 

2.4 

3.2 

71.1 

52.6 

36.8 

0.0 

10.5 

13.2 

42.1 

26.3 

26.3 

5.3 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

教育活動の充実にあたり地域との関わりを

深める必要があった

児童生徒指導上等の問題への対処にあたり

地域との関わりを深める必要があった

安全／災害対策にあたり地域との関わりを

深める必要があった

学校統廃合や児童生徒数の減少を背景に地域で子

どもを育てる機運が高まった

学校新設等の児童生徒数の増加を背景に地域で子

どもを育てる機運が高まった

地域への説明責任をより果たす必要があった

地域づくりにあたり学校と地域の関わりを

深める必要があった

これまで行ってきた連携活動を組織化し、

実効性と継続性を確保する必要があった

行政施策の一環として導入が求められた

その他

わからない

小学校：[N=124] 中学校：[N=38]

 

図 2-15 仕組みを設置した背景・目的（学校種別） 
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(3) 活動内容 

活動内容は、「安全確保」が 84％でもっとも高く、次いで「読み聞かせ／読書活動」（65％）、

「学校／地域行事等の運営・共同参加」（52％）となった。学校種別に見ると、全般的に小

学校において様々な活動が中学校に比べ多くの学校で行われており、特に「安全確保」では

91％、「読み聞かせ／読書活動」では 82％と、多数の学校で行われている1。 

また、児童生徒数（学校規模）別に見ると、小規模または中規模の学校で、大規模の学校

に比べ、「授業補助」や「読み聞かせ／読書活動」を行っている割合が高い結果となった。 

 

【設問】具体的な活動内容を教えてください。（MA） 

 

29.0 

65.4 

22.2 

45.1 

84.0 

51.9 

45.1 

22.2 

12.3 

13.0 

27.8 

7.4 

3.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

授業補助

読み聞かせ／読書活動

クラブ／部活動

校内環境整備（花壇の手入れ、IT環境整備、

剪定等）

安全確保（登下校の見守り等）

学校／地域行事等の運営・共同参加

体験学習(学習フィールドの確保・調整、

体験学習指導等）

施設開放

広報活動

学校評価に係る事務的支援

放課後や土日の体験活動支援

放課後や土日の学習支援

その他

(%)
[N=162]

 

図 2-16 活動内容 

                                                   

1 国の学校支援地域本部事業の実施校等を対象とした文部科学省委託調査「「学校支援地域本部事業」実態

調査研究」（2010 年）におけるアンケート調査結果では、本部事業での活動の実施状況として、「学習支援

（79.7％）」「読み聞かせ・読書活動支援・図書室整備（66.8％）」「部活動指導（34.2%）」「校内環境整備

（72.9％）」「子どもの安全確保（69.7％）」「学校行事等の運営支援（64.3％）」となっており、国の事業を

活用していない学校を対象とした本調査の結果に比べ、全般的に実施率は高い。 
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34.1 

82.1 

25.2 

50.4 

91.1 

50.4 

48.8 

22.8 

9.8 

12.2 

34.1 

7.3 

0.8 

12.8 

12.8 

12.8 

28.2 

61.5 

56.4 

33.3 

20.5 

20.5 

15.4 

7.7 

7.7 

10.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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図 2-17 活動内容（学校種別） 
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図 2-18 活動内容（児童生徒数別） 
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(4) 活動を企画・検討する会議体の設置及び活動状況 

活動を企画・検討する会議体の設置は、「設置していない」（34％）がもっとも多く、次

いで「学校が独自で設置している」（33％）となった。学校種別に見ると、小学校で「設置

しない」の割合が高く（39％）、中学校で「行政が設置した会議体で企画・検討している」

の割合が高い（26％）結果となった。 

児童生徒数（学校規模）別に見ると、小規模校及び大規模校が中規模校に比べ「学校で独

自に設置している」の割合が高い結果となった。 

 

【設問】活動を企画・検討する会議体（地域教育協議会等）を設置していますか。（SA） 
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その他

設置していない

 

図 2-19 活動を企画・検討する会議体の設置状況 
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図 2-20 活動を企画・検討する会議体の設置状況（学校種別） 
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図 2-21 活動を企画・検討する会議体の設置状況（児童生徒数別） 
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いずれかの形で設置されている会議体の構成員は、「現 PTA 関係者」、「学校教職員」を

含む学校がもっとも多く（85％）、次いで「地域住民組織等（自治会等）関係者」（77％）、

地域住民（68％）となった。学校種別に見ると、小学校は中学校に比べ「地域住民」が含

まれる割合が高く（小学校 75％、中学校 47％）、中学校は小学校に比べ「社会教育主事、

その他行政職員」が含まれる割合が高かった（小学校 14％、中学校 25％）。なお、会議の

平均開催回数は 5.1 回、構成員の平均人数は 30.3 人となった。 

 

【設問】昨年度の開催回数、構成員の人数、属性を教えてください。（記述及び SA） 
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図 2-22 会議体の構成員 
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図 2-23 会議体の構成員（学校種別） 
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図 2-24 会議の開催回数 
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図 2-25 構成員の人数 

 



 

16 

(5) 行政支援 

活動に対する行政支援は、「特にない」がもっとも多く（31％）、次いで「予算支援（コ

ーディネーターやボランティアへの謝金以外の活動費用）」（30％）、「予算支援（ボランテ

ィアへの謝金）」（27％）、「予算支援（コーディネーターへの謝金）」（21％）となり、行わ

れている支援としては予算支援が上位となった。 

 

【設問】活動を進めるにあたっての行政の支援を教えてください。（MA） 
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図 2-26 行政の支援 

(6) 仕組みを有効に機能させるにあたっての工夫・ポイント 

仕組みを有効に機能させるための工夫等を自由回答で収集した結果、「目的・目標の明確

化と関係者での共有」「日常的な関係づくり」「多様な関係者を含む体制づくり」「ボランティア

の協力や関係づくり」「コーディネーター的人材の設置と活躍」「学校からの情報発信」「教職員

の積極的な参画」などに関する回答が得られた。主な回答を以下に示す。 
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